
Ⅲ 水防
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資料 7 水防警報の種類、内容及び発表基準

種類 内 容 発 表 基 準

待機

1. 増水あるいは水位の再上昇が懸念される場合に、

状況に応じて直ちに水防機関が出動できるように

待機する必要がある旨を警告するもの。

2. 水防機関の出動期間が長引くような場合に、出

動人員を減らしてもさしつかえないが、水防活動

をやめることはできない旨を警告するもの。

気象予警報等及び河川状況によ

り、必要と認める時。

準備

水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、水閘

門機能等の点検、通信及び輸送の確保等に努めると

ともに、水防機関に出動の準備をさせる必要がある

旨を警告するもの。

雨量、水位、流量とその他の河

川状況により必要と認めるとき。

出動

水防機関が出動する必要がある旨を警告するも

の。

洪水注意報等により、または、

水位、流量その他の河川状況によ

り、氾濫注意水位を超えるおそれ

があるとき。

指示

水位、滞水時間その他水防活動上必要な状況を明示

するとともに、越水、漏水、法崩、亀裂その他河川状

況により警戒を必要とする事項を指摘して警告する

もの。

洪水警報等により、または、既

に氾濫注意水位を超え、災害のお

こるおそれがあるとき。

解除

水防活動を必要とする出水状況が解消した旨及

び当該基準水位観測所名による一連の水防警報を

解除する旨を通告するもの。

氾濫注意水位以下に下降した

とき、または、氾濫注意水位以上

であっても水防作業を必要とす

る河川状況が解消したと認める

とき。

情報
雨量・水位の状況、水位予測、河川・流域の状況等

水防活動上必要なもの。

状況により必要と認めるとき。

地震による堤防の漏水、沈下等の場合又は津波の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。

出典：江戸川河川事務所ホームページ｢河川防災情報｣（https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/e

dogawa00028.html）
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資料 8 国土交通省管理河川等の重要水防箇所

重 要 水 防 箇 所 の 評 定 基 準

種 別
重 要 度

要注意区間
A水防上最も重要な区間 B水防上重要な区間

堤 防 高

（ 溢 水 ）

計画高水流量規模の洪水の水

位（高潮区間の堤防にあっては計

画高潮位）が現況の堤防高を越え

る箇所。

計画高水流量規模の洪水の水

位（高潮区間の堤防にあっては計

画高潮位）と現況の堤防高との差

が堤防の計画余裕高に満たない

箇所。

堤 体 漏 水

堤防の機能に支障が生じる堤

体の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）があり、類似の変状

が繰り返し生じている箇所。

堤体の土質、法匂配等からみて

堤防の機能に支障が生じる堤体

の変状の生じるおそれがあり、か

つ堤防の機能に支障が生じる堤

体の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）がある箇所。

水防団等と意見交換を行い、堤

体漏水が生じる可能性が特に高

いと考えられる箇所。

堤防の機能に支障が生じる堤

体の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）があり、安全が確認

されていない箇所、又は堤防の機

能に支障は生じていないが、進行

性がある堤体の変状が集中して

いる箇所。

堤防の機能に支障が生じる堤

体の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）はないが、堤体の土

質、法匂配等からみて堤防の機能

に支障が生じる堤体の変状の生

じるおそれがあると考えられる

箇所。

水防団等と意見交換を行い、堤

体漏水が生じる可能性が高いと

考えられる箇所。

基 礎 地 盤

漏 水

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の履

歴（被災状況が確認できるもの）

があり、類似の変状が繰り返し生

じている箇所。

基礎地盤の土質等からみて堤

防の機能に支障が生じる変状の

生じるおそれがあり、かつ堤防の

機能に支障が生じる基礎地盤漏

水に関係する変状の履歴（被災状

況が確認できるもの）がある箇

所。

水防団等と意見交換を行い、基

礎地盤漏水が生じる可能性が特

に高いと考えられる箇所。

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の履

歴（被災状況が確認できるもの）

があり、安全が確認されていない

箇所、又は堤防の機能に支障は生

じていないが、進行性がある基盤

漏水に関係する変状が集中して

いる箇所。

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の履

歴（被災状況が確認できるもの）

はないが、基礎地盤漏水の土質等

からみて堤防の機能に支障が生

じる変状の生じるおそれがある

と考えられる箇所。

水防団等と意見交換を行い、基

礎地盤漏水が生じる可能性が高

いと考えられる箇所。

水衝・洗掘

水衝部にある堤防の前面の河

床が深掘れしているがその対策

が未施工の箇所。橋台取り付け部

水衝部にある堤防の前面の河

床が深掘れにならない程度に洗
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種 別
重 要 度

要注意区間
A水防上最も重要な区間 B水防上重要な区間

やその他の工作物の突出箇所で、

堤防護岸の根固め等が洗われ一

部が破損しているが、その対策が

未施工の箇所。波浪による河岸の

決壊等の危険に瀕した実績があ

るが、その対策が未施工の箇所。

掘されているが、その対策が未施

工の箇所。

工 作 物

河川管理施設等応急対策基準

に基づく改善措置が必要な堰、橋

梁、樋管その他の工作物が設置さ

れている箇所。橋梁その他の河川

横断工作物の桁下高等が計画高

水流量規模の洪水の水位（高潮区

間の堤防にあっては計画高潮位）

以下となる箇所。

橋梁その他の河川横断工作物

の桁下高等と計画高水流量規模

の洪水の水位（高潮区間の堤防に

あっては計画高潮位）との差が堤

防の計画余裕高に満たない箇所。

工 事 施 工

出水期間中に

堤防を開削する

工事箇所又は仮

締切り等により

本堤に影響を及

ぼす箇所。

新 堤 防 ・

破 堤 跡 ・

旧 川 跡

新堤防で築造

3 年以内の箇

所。破堤跡又は

旧川跡の箇所。

陸 閘
陸閘が設置さ

れている箇所。
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令和５年度 直轄河川重要水防箇所一覧表（重点箇所）

事務

所名

図面対

象番号
河川名 種別 階級

左右

岸別

重要水防箇所 延長

(m)
重要なる理由

県及び市町村 国土交通省

担当出張所

想定される

水 防 工 法地先名 粁杭位置 担当水防団体 担当土木事務所

江 戸 川

河 川 事

務所

江左 29-4 江戸川 （重点）

越水（溢水）

新堤防

Ｂ

要注

左 大字下花輪 29.0k 上 278m

29.0k 上 218m

60.0 危険箇所（越水）

（氾濫ブロック毎）

計算水位と現況堤防

高の差が余裕高未満

（流下能力不足）

築堤後 3年未満Ｒ２

江戸川左岸三輪野山

地先

外堤防整備他工事

（R4.3）

東葛中部地区

連合水防団

東葛飾土木 松戸出張所 積み土嚢

シ ー ト 張

り工

江左 27-5 (重点)

工作物 Ａ
左 流山８丁目 27.0k 上 14m 1 箇所 流山橋 東葛中部地区

連合水防団

東葛飾土木 松戸出張所

注）1.令和５年度直轄河川重要水防箇所一覧表については、国土交通省江戸川河川事務所ホームページ（https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edog

awa00501.html）参照。

上表２箇所については、重点箇所。
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資料 9 県管理河川等の重要水防箇所

県 管 理 河 川 等 の 危 険 度 評 定 基 準

（平成 9年制定）

種 別
重 要 度

最も重要な区間（A） 次に重要な区間（B）

堤 防 高

（ 河 川 ）

1.一連区間の中で、堤防高又は河川高

が上下流に比べ著しく低く（堤防の

局部的沈下又は改修途上にある河

川の未施工部等）氾濫の恐れが大き

く背後に住家等がある所。

2.近年の出水及び津波により氾濫の

実績があり、住家等に被害が発生し

た所。

1.一連区間の中で、堤防高又は河川高

が上下流に比べ低く氾濫の恐れが

あり背後に住家等がある所。

2.近年の出水及び津波で氾濫が起こ

る寸前まで水位が上昇したことが

あり、氾濫の恐れがあると予想され

背後に住家等がある所。

3.越波により浸水被害の発生する恐

れがあると予想され、背後地に住家

等がある所。

堤 体 強 度

（ 河 岸 ）

1.一連の堤防のうち、部分的に特に天

端上面幅が狭いか、又は堤防斜面の

勾配が急なため、堤防断面が小さく

堤防の決壊等により甚大な被害が

予想される所。

2.築堤後、1 年を経過していない堤防

区間。

3.堤体を開削して行う工事（水門、樋

管、橋台等）の施工後 1年を経過し

ていない所。

4.堤体あるいは基礎地盤の地質土質

の特性から、堤防斜面の崩壊、すべ

り、急激な沈下等が発生したことの

ある所。

5.特殊堤又は、護岸等の老朽化が著し

い箇所で近接して住家、道路等の公

共施設がある所。

1.一連の堤防のうち、部分的に堤体断

面が小さく破堤等により相当な被

害が予想される所。

2.堤防の決壊後、3 年を経過していな

い堤防区間。

3.堤体を開削して行う工事の施工後 3

年を経過していない所。

4.堤体あるいは基礎地盤の土質地質

の特性から、堤防斜面の崩壊、すべ

り沈下等が予想される所。

5.特殊堤、又は護岸等の崩壊が予想さ

れ、近接して住家、道路等の公共施

設がある所。

漏 水

1.堤体あるいは、基礎地盤より漏水の

実績があるか、又はその恐れが十分

ある所。

1.従来漏水の実績があるが、これに対

して、処置が講じられた所。

水 衝

1.洪水時における水衝部で低水護岸、

高水護岸等が度々破損され、破堤寸

前までの決壊等が発生したことの

ある所。

2.堤防から水があふれることにより

背後の住家等に被害が発生したこ

とのある所。

1.洪水時における水衝部で護岸等が

あるが、老朽化により効用が著しく

減じているなど完全なものとは考

えられない所。

2.堤防から水があふれる恐れがあり、

背後に住家等がある所。

洗 掘

（ 深 掘 れ ）

1.堤脚又は、護岸基礎部分の深掘れが

著しい所で、根固め工又は水制工等

が十分でないと考えられる所。

1.堤脚又は、護岸基礎部分の深掘れの

恐れがある所。
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種 別
重 要 度

最も重要な区間（A） 次に重要な区間（B）

工 事 施 工

1.2 年以上にまたがり、かつ出水期に

やむなく施工せざるを得ない水門、

樋管等の工事で堤防を開削してい

る所。

2.工事に伴い一時的であるが、危険が

予想される所。

1.樋管、橋台等施工箇所で堤防護岸が

未施工の所。

工 作 物

1.取水堰、樋管等の堤防工作物で設置

時期が古く、不同沈下、漏水等によ

り不慮の事故が予想される所。

2.橋梁桁下高及び通水断面の過少又

は固定堰等で特に危険が予想され

る所。

3.排水ポンプ場の稼動停止により氾

濫の実績があり住家等に被害が発

生した所。

1.橋脚、可動堰等で通水に障害が生じ

易い所。
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県管理河川・海岸・湖沼重要水防区域一覧表

河川名 種別 重要度
重要水防箇所 延長(m)

重要なる理由 担 当 水 防 団 体
想 定 さ れ る 水 防

工 法 又 は 対 策地先名 粁杭位置 右岸 左岸

富士川 堤 防 高 Ｂ
松戸市幸田～

流山市前ヶ崎
740 740 (Ｂ１) 流山市

注）1.B1：県管理河川等の危険度評定基準参照。

引用：千葉県水防計画(令和５年度版)（資料編 第 1 章 重要水防区域）



Ⅲ-8

資料 10 指定河川水防区域警戒分担組織表

区分

水防区

地域名

担

当

署

担
当
方
面
隊
長

担当

分団

出動別

警戒拠点
適

用第 1 次 第 2 次 第 3 次

江戸川

第 1 水防

区

木一～三丁目

大字流山

流山 5 丁目

～8 丁目

南流山 7 丁目

～10 丁目

南

消

防

署

第
1
方
面
隊
長

1 分団

4 分団

1 分団

4 分団
6 分団

全分団

流山 8 丁目地先

(流山橋付近)

江戸川

第 2 水防

区

流山 1～3 丁目

大字加

加 1～6 丁目

大字三輪野山

三輪野山 1～5 丁目

中

央

消

防

署

第
2
方
面
隊
長

2 分団

3 分団

8 分団

2 分団

3 分団

8 分団

7 分団

流山 2 丁目地先

(今上落し樋門

付近）

江戸川

第 3 水防

区

下花輪

南

北

小屋

平方

中

央

消

防

署

第
3
方
面
隊
長

13 分団

14 分団

15 分団

13 分団

14 分団

15 分団

12 分団

北地先

(新川第 2 樋門

付近)

江戸川

第 4 水防

区

平方村新田

深井新田

北

消

防

署

第
4
方
面
隊

長
10 分団

11 分団

10 分団

11 分団
22 分団

深井新田地先

(利根運河と

江戸川合流点

付近)

利根運河

深井新田

西深井

東深井

北

署

消

防

第
4
方
面
隊

長
10 分団

11 分団

10 分団

11 分団
22 分団

東深井地先

(運河橋付近)

坂 川

大字鰭ケ崎

宮園 1 丁目

～3 丁目

芝崎

南

消

防

署

第
6
方
面
隊

長

第
1
方
面
隊

5 分団

17 分団

5 分団

17 分団
16 分団 鰭ケ崎団地付近

1. 警戒巡視中、異常を発見したときは、水防本部及び関係機関へ連絡をすること。

2. 警戒体制中、適宜異常の有無を水防本部へ報告すること。なお、最終の引き揚げ時には必ず報

告のこと。

3. 長時間にわたり警戒に従事する場合は、その都度水防本部から指示する。

4. 担当分団は、「連絡・待機体制」として、水防準備を担うこととする。
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資料 11 流山市消防団配備略図

県
道
松
戸
・
野
田
線

水防倉庫
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資料 12 水防資器材の備蓄状況

・水防施設及び資器材の現況

令和 6年 1月 15 日現在

水防倉庫名 流山市水防倉庫
設置場所

（設置年月日）
流山市大字流山 9丁目
500-31 番地 (R6.1.15)

水

防

資

材

土のう袋 2,350 袋

縄 7 玉

丸太くい 3 本

鉄線 100 kg

その他 5 防水シート

水

防

器

材

スコップ 161 丁

万能 3 丁

ペンチ 2 丁

おの 5 丁

鋸 8 丁

掛矢 8 丁

くわ 9 丁

鎌 7 丁

発電機 3 台

その他
ハンマー：13
土のう止用銅管：450
排水用水中ポンプ：3

注）1.水防用土砂 下花輪資材置場の土砂を使用する。

・無線機 平成 28年 4月 1日現在

シ ス テ ム 名 台 数

基地局

無線機

統制卓

交換制御装置

遠隔制御器

非常用電源

3 台

1 台

1 台

4 台

1 台

移動局

車載型無線機

可搬型無線機

携帯型無線機

11 台

15 台

3 台

固定局 固定系子局 66 台

・水防活動人員

消防団員 280 名（令和 4年版 流山市消防年報）

消防職員 204 名（令和 4年版 流山市消防年報）

市役所職員 1,162 名（令和 4年版 流山市統計書）
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資料 13 水防工法一覧表【追加】
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出典: 水防計画作成の手引き（水防管理団体版）

（令和 5年 12 月国土交通省 水管理・国土保全局河川環境課 水防企画室）
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資料 14 雨の強さと降り方の目安

引用：令和５年度千葉県水防計画（第 6章情報収集及び巡視、警戒 第 1節 雨の強さと降り方

の目安）
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資料 15 水位伝達様式集

・千葉県水防本部水防指令情報伝達表

出典：令和５年度千葉県水防計画（第 7章 参考資料 第 1節 様式集）
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・洪水予報の発表形式
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出典：国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所

（http://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/）
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出典：江戸川河川事務所ホームページ｢水防警報区域図、基準水位観測所及び水防警報区｣
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水防警報伝達様式（国）

出典：江戸川河川事務所ホームページ｢水防警報の発表様式｣
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水防警報伝達様式

（様式２：○○川水防警報）

出典:千葉県水防計画(令和 5年度版)（第 7章参考資料 第１節 様式集）
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被害情報伝達様式 1

出典：千葉県水防計画(令和 5 年度版)（第 7章 参考資料 第１節 様式集）
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被害情報伝達様式 2

出典：千葉県水防計画(令和 5 年度版)（第 7章 参考資料 第１節 様式集）
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資料 16 水防本部組織班員数

※水防本部組織班員数については、年度により増減があるため、水防本部設置前に把握するもの

とする。

水防本部組織

水防本部設置前 水防本部設置時

水防準備体制 水防注意体制 水防警戒体制

組織長組織員 組織長 組織員 組織長 組織員

本 部 別途、表に記載 ○

総務部 秘 書 広 報 班 秘書広報課 ２ ○

企画政策課 ○

総 務 班 防災危機管理課 ３ ○ ３ ○

河川課 ３ ○ ４ ○

総務課 ○

情 報 収 集 班 税制課 ○

市民税課 ○

資産税課 ○

救援部 救 援 庶 務 班 社会福祉課 ○

避難誘導救援

班

コミュニティ課 ○

市民課 ○

防災危機管理課 ○

防 疫 衛 生 班 環境政策・

放射能対策課
○

クリーンセンター ○

建設部 建 設 庶 務 班 道路管理課 12 17 ○

防災危機管理課 １

道 路 班 道路建設課 ４ ○

都 市 計 画 班 都市計画課 ４ ○

建築住宅課 ３ ○

宅地課 ２ ○

河 川 班 下水道建設課 ２ ４ ○

河川課 ２ ３ ○

都 市 整 備 班 まちづくり推進課 ３ ○

西平井・鰭ヶ崎地

区区画整理事務所
○

みどりの課 ○

消防部 消 防 総 務 班 消防総務課 ○

予 防 消 防 班 消防防災課 ５ ○

予防課 ○

警 防 班 中央消防署

各署

１隊

６ ○

北消防署 ６ ○

東消防署 ６ ○

南消防署 ６ ○

水防団(消防団） 別途計画する。

各
班
長
が
定
め
た
所
属
職
員
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資料 17 内水ハザードマップ

過去 10 年程度（H20 年度、H25 年度～R4 年度 10月末まで）の台風、集中豪雨および局地的大雨

により、発生した道路冠水等の浸水履歴を基に作成した内水ハザードマップを以下に示す。
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資料 18 洪水ハザードマップ

令和 3年 7月に改正された「水防法第 14 条」の規定により、新たに作成が必要となった県内の

小規模河川 91河川「想定し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定区域図」を千葉県が令和 4年

3月 29 日に指定・公表した。流山市では、大堀川および今上落が新たに追加された。それに伴い、

令和 2年 9月に作成した流山市洪水ハザードマップ（令和 5年 9月更新）を以下に示す。
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資料 19 高潮ハザードマップ
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資料 20 東葛中部地区連合水防団規約
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